



























ICHIKAWA Naoko　　： The present situation and topic of Individual Education Program(IEP) for Inclusive education 


































































































































ども園が58か所（13. 4 %、）、幼稚園が19か所（ 4 . 4 %）、小規模保育所12か所（ 2 . 8 %）、認
証保育所 1か所（ 0 . 2 %）、未記入が 8か所（ 1 . 8 %）であった。設置主体は、私立が311
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か所（71. 8 %）、公立が121か所（27. 9 %）未記入が 1か所（ 0 . 2 %）であった。設立年数は、
5年未満が88か所（20. 3 %）、 5年から10年が70か所（16. 2 %）、11年から15年が31か所
（ 7 . 2 %）、16年から20年が15か所（ 3 . 5 %）、20年以上が229か所（52. 9 %）であった。
（２）回答者の役職と経験年数
　回答者は、所長・園長が318名（73. 4 %）、主任保育者が62名（14. 3 %）、副園長が33
名（ 7 . 6 %）であり、所長・園長等の施設長からの回答が 7割以上であった。また、そ
の経験年数は21年以上が252名（58. 2 %）、16年から20年が53名（12. 2 %）、11年から15
















る子ども」が259か所（66. 9 %）、「肢体不自由」が86か所（22. 2 %）、「視覚障害・聴覚



















































































































に 加 配 保 育 者 が148か 所
（41. 9 %）、園長58か所（16. 4 %）、
主任保育者53か所（15. 0 %）、関
係者と協議が53か所（15. 0 %）、副
園長が17か所（ 4 . 8 %）、作成者
が決まっていない（子どもによっ
て変わる）が 3か所（ 0 . 8 %）、そ



























































　中グループ表札は、「 1 .個別指導計画作成を判断する方針・人・時期」「 2 .クラス全体








ラベル数 グループ編成のプロセス 小グループ表札 中グループ表札 大グループ表札




　「 1 . 個別指導計画作成を判断する方針・人・時期」として、保育現場が個別指導計画




　「Ⅰ. 指導計画作成上の具体的な方法」は、【 2 .クラス全体の指導計画の中に個別指導
計画を含めた作成方法】【（10）指導計画の作成期間】【 3 .個別指導計画の作成方法】【 4 .職
員や他機関と連携し、協議しながらの指導計画作成】という、両指導計画のつながりを
意識して作成している内容として構成された。








































































































































































































































個 別 指 導 計 画 の 必 要 性 を 判 断 後 、 作 成 へ











































































































































































































































































































































































































































































































































































































大きく分けて【 2 .クラス全体の指導計画の中に個別指導計画を含めた作成方法】と【 3 .個
別指導計画の作成方法】の中に「クラス全体の指導計画をベースにしながら、またはそ
こにプラスした形でつながりを持たせる方法」の 2パターンあることが明らかになった。
　【 2 .クラス全体の指導計画の中に個別指導計画を含めた作成方法】には、個別指導計
画の内容を含めながらクラス全体の指導計画を書く以外にも、個別に配慮が必要な子ど
もに関する内容を記入する欄や項目を設定するなど書式に工夫をしている状況がある。
特に、注目すべき点としては、月案・週案に個別指導計画の欄や項目を設定しているこ
とである。保育現場において月案週案は、行事も含めてどのように園での生活、遊び、
活動を進め、展開していくかという日常的な指導計画の作成であり、その業務を活用し
て保育者が工夫した一つの方法と言えよう。さらに、子どもに応じてつながりを考慮し
たり、対象となる子どもに必要な項目だけ記入したりするなど個に応じた記入内容の工
夫をしている保育現場もある。
　一方、他児との区別なく記入することを工夫としているなど、敢えて異なる内容を記
入するのではなく、全ての子どもを対象としたクラス全体の指導計画作成をしている保
育現場もあることから、作成においての工夫としては多様性があることが示唆された。
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具体的には、「園児ひとりひとりが『他人と自分は違うのは当たり前』と思えるよう」等
のインクルーシブな環境を目指す文言があったため、それぞれの指導計画の作成の根幹
には、多大に園の姿勢や考え方に関する要因があり、その結果、多様性があるとも考え
られる。
（４）個別指導計画の内容と作成方法
　【 3 .個別指導計画の作成方法】には、［（12）個別指導計画の中にクラス全体の指導計
画の内容を含めて作成］［（13）大人の願いやねらいを含めた個別指導計画作成方法］［（14）
子どものつまずきに応じて個別指導計画作成］［（15）クラス全体の指導計画にプラスす
る指導内容を個別指導計画として作成］［（16）保護者と連携した指導計画の作成］など、
指導計画作成時に重点を置く視点と内容が含まれている。これらから、個別指導計画の
作成時、クラス全体の指導計画とのつながりを考慮するだけでなく、その作成範囲や保
育者の意図やねらい、子どもの個別的な配慮事項、保護者からの意見や考えを踏まえた
上で作成していることが示唆された。また、【 4 .職員や他機関と連携し、協議しながら
の指導計画作成】は、個別指導計画を作成する上で職員間での協議や他の専門機関にお
ける専門家の知識・技術と連携していることが示唆され、このことが、以前には問題に
なっていた個別指導計画作成のための保育者の専門性の不足をカバーする一因になって
いるとも考えられる。
　2017年の保育所保育指針の改定後、その解説書には、個別指導計画作成に関して以下
のような箇所がある。「日常の様子を踏まえて、その子どもにとって課題となっているこ
とが生じやすい場面や状況、その理由などを適切に分析する。その上で、場面に適した
行動などの具体的な目標を、その子どもの特性や能力に応じて、 1週間から 2週間程度
を目安に少しずつ達成していけるよう細やかに設定し、そのための援助の内容を計画に
盛り込む」（厚生労働省,2018,p49）。この解説書の記述は、個別指導計画を作成するの
は「障害児」の「困った行動」に焦点を当て、それをなるべく短い期間で「適切な」行
動に変えるためであり、そしてそうした取り組みこそ「特別支援」であるという考えを
現場に広めるものである。しかし、実際に保育現場で作成されている個別指導計画は、
子どもをより総合的な視点から見つつ、保育者が外部からの情報をも参考にしながら協
働作業として作成しているものであることが示唆されたと言えよう。
（５）指導計画作成後の活用
　「 5 .指導計画を作成後、情報共有して活用」から、保育現場では指導計画は作成して
保育実践に取り組むだけでなく、保育者が作成後の活用の有効性を認識しながら工夫を
して保育を営んでいることが示唆された。そのため、他者にも理解しやすいように記入
を工夫し、職員間での共有だけでなく、保護者とも共有し、情報交換をしていた。先行
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研究では、保育現場での個別指導計画の作成現状について明らかにした結果はあるもの
の、その活用方法について明らかにし、言及しているものは少ない。本研究では、個別
指導計画とクラス全体の指導計画のつながりを考慮した指導計画の作成の工夫に関する
質問ではあったものの、保育現場では作成だけでなく、その活用も工夫の一つとして重
要であると捉えていることが明らかになった。
５ ．今後の課題
　個別指導計画の作成が保育現場に広く導入されてきた現在、それが保育現場の文化に
基づいた、「今まで自覚されないままに実践されてきた保育の場の特別支援について振り
返り、保育の場が持つ支援の方法を『見える化』して自覚し、実践の充実に向かうツー
ルとなる」（大井,2019）ためには、この調査で回答された保育現場での月案、週案との
連動などもさらに追究していく必要がある。またそれが真にインクルーシブ保育に向け
てのものとして機能する道を探るためには、個別指導計画が何を目的にどのように作成
され、どのように使われるかという園全体のインクルーシブ保育に向けた方向性と関連
したさらなる研究が必要である。今回の調査研究は、個別指導計画の作成がクラス全体
の指導計画とのつながりに配慮されながらどのようになされているかという全体的な傾
向を明らかにしたが、作成された指導計画がどのように活用され、インクルーシブな保
育に結びつくのかを明らかにするまでには至らなかった。今後、インタビュー調査等で
保育現場の理念やシステムに応じた個別指導計画とその活用についてさらなる研究を積
み重ねていきたいと考える。このことにより、保育現場という、学校教育や療育現場と
も異なるわが国の子どもの育ちを長年支えてきた営みの中での、保育者主体のインク
ルーシブ保育の在り方を模索していくことを目指していきたい。
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